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拡大するロケーションサービス

義務化された携帯電話機
へのGPS搭載

2007年４月１日より、携帯電話
からの110番、118番、119番の緊
急通報の際に、発信者の位置情報
を相手に通知することが義務化さ
れた。これにより、新たに販売さ
れる３G携帯電話機は、GPSの搭
載が事実上、標準仕様化されるこ
ととなった。

これは、携帯電話からの緊急通
報が増え、その際に住所などの位
置を正確に伝えられないことが多
いという理由から、総務省が関係
規定の整備を行ったことによるも
のである。総務省によると、2011
年４月までに、90％の携帯電話機
にGPSが搭載されることを目標と

している（http://www.soumu.
g o . j p / s - n e w s / 2 0 0 4 / p d f /
040517_3_b1.pdf）。

なお、米国では、携帯電話から
の緊急通報の際の発信者の位置通
知の義務化は、日本より早く行わ
れている。またEU（欧州連合）
でも、各加盟国に同様の取り組み
を求めている。

携帯電話機へのGPS搭載の標準
化は、携帯電話を利用する多くの
人がロケーションサービスを利用
できる基盤が整うことを意味す
る。そのため、携帯電話のコンテ
ンツにおいて位置情報活用の拡大
が期待されている。

実際に、携帯電話機へのGPS搭
載の標準化以降、ナビゲーション

サービスや防犯サービス、さらに
は位置情報を利用した広告サービ
スなど、GPSによる位置情報を活
用した携帯電話向けサービスが拡
大している。

最近では、ソニーの「PSP（プ
レイステーション・ポータブル）」
のようなGPS搭載が可能なゲーム
機や、カーナビゲーション（以
下、 カ ー ナ ビ ） の な か で も、

「PND（パーソナル・ナビゲーシ
ョン・デバイス）」と呼ばれる簡
易型カーナビなどにもロケーショ
ンサービスが提供されるようにな
ってきた。ロケーションサービス
の拡充とともに、利用できる端末
も、同時にそのバリエーションを
広げてきているのである。

また、位置情報は地図サービス
の一環として提供されることが多
いため、「Googleマップ（インタ
ーネット上の無料の地図サービ
ス）」など、個人・法人を問わず
無料で利用できる高機能な地図サ
ービスの存在が、位置情報を活用
した携帯電話向けサービスの成長
を促進させている。

このようなサービスは今後、通
信回線の大容量化や携帯電話機な
どの端末性能の向上で、さらに拡
大するものと考えられる。

ただし、位置情報は個人情報で
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もあることから、プライバシーの
侵害や個人の位置情報の悪用を防
ぐためにも、位置情報を活用した
サービスの運用は慎重に行われる
必要がある。

実際、携帯電話事業者では、位
置情報通知に本人の同意を求めた
り、携帯電話のアプリケーション
ソフトでGPSの位置情報を利用で
きるのは、公式に認定されたコン
テンツプロバイダーに限定するな
どの運用を行っている。

欧米のロケーションサービス
の動向

欧米に目を向けると、ロケーシ
ョンサービスは日本とは違った形
で進んでいるように見受けられる。

GPSが搭載された携帯電話機は
欧米でもそれなりに普及している
が、携帯電話の性能や通信速度は
数年前の日本のレベルでしかな
い。そのため、携帯電話でのロケ
ーションサービスは、日本に比べ
るとまだまだ進んでいない状況に
ある。その代わり、欧州でのロケ
ーションサービスを特に牽引して
い る の が、 簡 易 型 カ ー ナ ビ の
PNDである。

カーナビというと、日本では十
数万円以上するものが一般的だ
が、PNDは比較的安価で、なか

には100ドル（約１万1000円）を
切る商品も登場している。また、
車両の速度情報を取得しないため
基本的に取り付け工事が不要で、
日本の一般的なカーナビと比べ手
軽に利用できる。PND市場はこ
こ数年で急拡大しており、欧州で
はプラズマテレビと並んで最もよ
く売れる家電商品の一つといわれ
ている。

PNDメーカーで世界第１位の
オランダのトムトム（TomTom）
は、2007年７月、グーグルにも地
図を提供しているオランダの大手
地図情報提供会社テレアトラス
を、約20億ユーロ（約3200億円）
で買収すると発表した。

さらに2007年12月には、グーグ
ルのGoogleマップとの連携を発
表するなど、トムトムは単なるカ
ーナビのサービスにとどまらず、
インターネットの世界も取り込み
ながらサービスの進化を図ろうと
している。端末の性能向上やGPS
搭載の標準化が進めば、携帯電話
によるロケーションサービスも、
近い将来は日本同様に大きく拡大
する可能性は高い。

米国ABIリサーチは、世界にお
けるGPS機能付き携帯電話機の出
荷台数は、2008年の約２億4000万
台から2012年には５億5000万台を

超え、３GのW-CDMA方式（NTT
ドコモ、ソフトバンクなどの採用
する方式）に対応したGPS搭載携
帯電話機は、2008年以降に増加す
る と し て い る（http:/www.dri.
c o . j p / a u t o / r e p o r t / a b i / 
abigpsh07.htm#press）。 数 年 後
には、個人がいつでもどこでもロ
ケーションサービスを利用できる
環境が、世界的に整ってくると思
われる。

ロケーションサービスの
業務への新たな適用

ロケーションサービスの拡大に
よって、業務やビジネス面ではど
のような変化や影響が生じるだろ
うか。

GPS機能付き携帯電話機による
ロケーションサービスをビジネス
として活用するケースには、すで
に運用されている配送トラックの
運行管理システムなどでの利用が
考えられる。

配送トラックの位置の把握に
は、現在GPSを搭載した専用端末
が使われることが多いが、今後
は、専用端末に代わって、広く普
及している携帯電話機が活用され
る可能性が高い。その理由として
は、携帯電話上のアプリケーショ
ンソフトの開発プラットフォーム
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の充実などもあるが、最も大きい
のは、高コストな専用端末に代わ
り携帯電話機を利用することのコ
ストメリットである。

さらに昨今の流れである携帯電
話料金の定額制によって通信コス
トが下がれば、システムのコスト
メリットはより大きなものにな
る。位置管理システムのコストの
大きな部分を占めるのは、専用端
末と通信料金である。これが大幅
にコストダウンできれば、この分
野のサービスの需要は大きく拡大
すると考えられる。

通常の携帯電話で提供されてい
る、営業担当や保守作業員向けの
顧客情報管理のようなサービス
も、GPSと連動させて目的地まで
のナビゲーションに活用するな
ど、より利便性の高いものにする
ことができるようになる。

次に、中長期的な展望としては、
FMC（F ix ed  Mob i l e  C on -
vergence ：固定通信と携帯電話
の融合）やNGN（Next Generation 
Network： 次世代ネットワーク）、
MVNO（Mobile Virtual Network 
Operator ：仮想移動体通信事業
者）といった次世代の通信基盤や
サービスの整備が重要となってく
る。

これらが整備されてくると、一

般の有線電話網や携帯電話網を社
内ネットワークのようなプライベ
ートネットワークとして利用する
ことができるようになるため、内
線電話やスケジュール管理など、
携帯電話に提供できる社内向けサ
ービスがさらに拡大する。

このような状況が生まれてくる
と、現状のロケーションサービス
とは違った新たなロケーションサ
ービスの形態が可能になると考え
られる。

たとえば、社員が外出する際、
持っている携帯電話上のスケジュ
ール情報に基づいて、交通機関の
乗り換え案内やナビゲーションを
提供することや、急にミーティン
グが必要になったとき、社員の位
置情報に基づき最適な場所と時間
を設定するというようなことも可
能になってくる。

さらには、海外出張中の社員の
行動を把握して安全管理に役立て
たり、在宅勤務の勤怠管理などに
利用したりすることもできるよう
になる。

新しい携帯ナビゲーション
サービス

GPS機能が搭載された携帯電話
機を活用した新しいロケーション
サービスの具体例として、野村総

合研究所（NRI）のグループ企業
であるユビークリンクが2007年10
月にサービスを開始した「全力案
内！」がある。
「全力案内！」では、携帯電話機
から位置情報を取得することによ
り、カーナビ、徒歩ナビ、地図サ
ービス、道路交通情報の提供な
ど、人の移動を快適にするための
総合的なサポートを行っている

（図１）。
携帯ナビゲーションサービス

は、ユビークリンクの提供するも
の以外にもいくつかあるが、「全
力案内！」の場合、VICS（道路
交通情報通信システム）に加え、
NRIで研究されてきた「プローブ
技術」が使われている点が大きな
特徴である。

プローブ技術とは、走行してい
る個々の車両に搭載されたGPS装
置から位置データを集めて統計的
に集計・分析することで、道路の
混雑具合や渋滞状況などを明示化
する技術である。

通常のカーナビは、車両の情報
を得るためにVICSを利用してい
る。VICSとは、道路に設置され
たセンサーが、走行する車両の動
き を キ ャ ッ チ し、 そ の 情 報 が
VICSセンターに送られ、そこで
処理された道路に関する情報を、
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車両に搭載されたカーナビに提供
する仕組みである。

これに対して「全力案内！」で
は、サービス利用者が持つ携帯電
話機から自動的に送られてくる位
置情報や速度情報を処理する。セ
ンサーの設置されていない道路で
は車両の動きがつかめないVICS
と違い、「全力案内！」は携帯電
話機がセンサーの役割を果たすの
で、携帯電話利用者が走行する道
路であればどこでも情報が把握可
能である。

しかも利用者が増大すればする
ほど、送られてくる情報量も増え
るため、情報の精度も上がり、よ
り詳細でわかりやすいナビゲーシ
ョンが提供できるようになる。

ロケーションサービスの
大きな可能性

通信インフラの高度化を背景
に、携帯電話による個人の位置情
報、カーナビなどによる自動車の
位置情報、RFID（無線による個
体識別）による商品の位置情報な
ど、あらゆる動くものの位置情報
を取得できる環境が急速に整って
きている。

このような状況から、ビジネス
利用におけるロケーションサービ

スは、営業担当や保守作業員のサ
ポートといった限られた用途にと
どまらず、人と物の動きに関連し
たすべての業務で、なくてはなら
ない重要な基本サービスの一つと
して、大きな発展をみせていくこ
とになると考えられる。

携帯電話を利用したロケーショ
ンサービスは、今、急速に拡大し
つつあるところである。その行方

によっては、企業の業務・システ
ムも大きな変化を迫られることに
なるであろう。
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図1　「全力案内！」のサービス画面例
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